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Ⅰ 調査概要

 

１．調査の目的 

 ヤングケアラー支援に関して、家庭が抱える課題が複雑で複合化しやすい現状において、

早期に発見して支援するためには、福祉、介護、医療、教育等に係る関係機関・団体が個

別に機能するだけでなくお互いの業務を理解した上で連携して支援に取り組むことが重要

である。令和 5 年度においては、ヤングケアラーと思われる子どもや保護者の支援に関わる

支援機関等に対して、困難を抱える子ども（ヤングケアラー）・保護者への支援状況や、困

難事例を解決するための改善策（現行施策での不足）、地域の緩やかな見守りの必要性等を

把握する。 

 

２．調査方法 

 大阪府内の調査対象の機関に、WEB 回答フォームのリンクを送付し、回収を得たもの。 

 

３．調査内容 

巻末の調査票参照 

 

４．調査対象 

○ヤングケアラー（疑いを含む）子どもおよびその家族が在籍すると考えられる機関

（事業所） 

○ヤングケアラー（疑いを含む）子どもを発見、支援する機会があると考えられる職種

（スクールソーシャルワーカー（以下、「ＳＳＷ」という。）、スクールカウンセラー（以

下、「ＳＣ」という。）、コミュニティソーシャルワーカー（以下、「ＣＳＷ」という。）等） 

対象機関の詳細は、2 ページの一覧のとおり 

 

５．調査実施日 

令和 5 年 10 月 2 日から同年 11 月 15 日まで 

 

６．回収数 

2 ページの一覧のとおり 

 

７．調査実施 

大阪府 

調査研究業務受託者 

公立大学法人大阪 大阪公立大学 現代システム科学研究科 

 

８．研究者一覧 

担当者   公立大学法人大阪 大阪公立大学大学院 現代システム科学研究科 

教授     山野 則子（業務責任者） 

   特任講師   橋本 麿和 

   シニア研究員  永田 麻衣  佐伯 厘咲  李 孟 
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支援機関等調査 対象機関及び回答数一覧 

回答数：2,325 件（回答率：24.1％） 

対象機関： 

対象 回答数 

就学前 ①保育園（所） 126 

②認定こども園 134 

③地域型保育事業 65 

④認可外保育施設 73 

⑤幼稚園 137 

小 学 生

・ 

中学生 

⑥小学校 576 

⑦中学校 303 

⑧教育支援センター 7 

⑨義務教育学校 7 

⑩ＳＳＷ 1 

⑪ＳＣ  23 

支 援 学

校 

⑫支援学校関係者 48 

⑬ＳＳＷ 1 

高 校 学

齢 

⑬高等学校（全日制） 149 

⑭高等学校（定時制） 11 

⑮高等学校（通信制） 5 

⑯高等専修学校 6 

⑰ＳＳＷ 9 

⑱ＳＣ 11 

共通 ⑲保健所 11 

⑳保健センター 43 

㉑自立支援相談機関 34 

㉒児童相談所・子ども家庭センター 4 

㉓社会福祉協議会 42 

㉔児童家庭相談窓口（要保護児童対策地域協議会調整機関） 26 

㉕子ども・若者自立支援センター登録団体 1 

㉖女性相談センター（市町村ＤＶ対応窓口含む） 13 

㉗ＯＳＡＫＡしごとフィールド 4 

㉘地域若者サポートステーション 3 

㉙少年サポートセンター 10 

㉚子ども食堂 4 

㉛学習支援団体 0 

㉜障がい児通所支援事業所（放課後等デイサービス等） 244 

㉝ヤングケアラー支援団体（当事者団体含む） 1 

㉞民生委員・児童委員 135 

㉟いきいきネット相談支援センター 13 

㊱児童発達支援                                                       5 

㊲その他 85 

計  2,325 



－4－ 

Ⅱ 分析結果 

 

 

１．回答者（機関・事業所等）の基本的事項 

１ あなたの所属する機関（事業所）の種別を教えてください。 

（複数の機関（事業所）に所属している場合は、ヤングケアラー支援経験のある機関（事

業所）をひとつ選択してください。） 

 調査の回答者（2,325人）が所属する機関・事業所等は下のグラフのとおりで、小学校が

24.8％と約４分の１、次いで、中学校が13.0％である。義務教育学校が0.3％、高等学校は

全日制が6.4％、定時制が0.5％、通信制が0.2％であわせて7.1％、支援学校（特別支援学

校）が2.1％、高等専修学校が0.3％で、学校が47.5％と回答者の約半数である。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・自治体（福祉事務所、総合相談窓口、子育て・地域福祉・人権・女性政策担当部局、教育委員会等） 

・福祉事業所（児童・障がい・高齢分野のサービス・相談支援等） 

・ＣＳＷ  ・民生委員・児童委員 
 

機関・事業所の種別

(％)

5.4 [126]

5.8 [134]

2.8 [65]

3.1 [73]

5.9 [137]

24.8 [576]

13.0 [303]

0.3 [7]

6.4 [149]

0.5 [11]

0.2 [5]

2.1 [48]

0.3 [6]

0.2 [4]

0.1 [3]

0.0 [1]

1.5 [34]

0.2 [4]

0.6 [13]

1.8 [42]

0.3 [7]

0.4 [10]

1.1 [26]

0.5 [11]

1.8 [43]

0.2 [4]

0.0 [0]

10.5 [244]

0.0 [1]

10.2 [238]

0 5 10 15 20 25 30

保育園（所）

認定こども園

地域型保育事業

認可外保育施設

幼稚園

小学校

中学校

義務教育学校

高等学校（全日制）

高等学校（定時制）

高等学校（通信制）

特別支援学校

高等専修学校

ＯＳＡＫＡしごとフィールド

地域若者サポートステーション

子ども・若者自立支援Ｃ登録団体

自立相談支援機関

子ども家庭センター

女性相談センター・ＤＶ対応窓口

社会福祉協議会

教育支援センター

少年サポートセンター

児童家庭相談窓口・要対協調整機関

保健所

保健センター

子ども食堂

学習支援団体

障がい児通所支援事業所

ヤングケアラー支援団体・当事者団体

その他

[ ]は実数

n=2,325



－5－ 

 また、就学前の保育や教育を行う施設は、多いものから幼稚園が5.9％、認定こども園が

5.8％、保育園(所)が5.4％、認可外保育施設が3.1％、地域型保育事業が2.8％の順で、あ

わせて23.0％である。 

 上記以外では、障がい児通所支援事業所が10.5％と比較的大きな割合となっており、保

健所（0.5％）と保健センター（1.8％）があわせて2.3％、社会福祉協議会が1.8％、自立

相談支援機関が1.5％、児童家庭相談窓口が1.1％などの保健、福祉、教育の分野の専門機

関や、数は多くないが、子ども食堂（４件）、ヤングケアラー支援団体（１件）などの地域

で活動している団体なども回答している。 

 「その他」と答えた方の記述回答では、民生委員・児童委員（協議会を含む）が多いほか、

福祉事務所をはじめとする自治体行政機関、児童・障がい・高齢などの分野の福祉サービ

スや相談支援の事業所、ＣＳＷなどがあげられる。 

 

 

２ あなたの所属する機関（事業所）の設置者を教えてください。 

 回答者が所属する機関・事業所等の設置者は、国公立が59.0％、民間が35.2％、個人が

5.8％である。 

 

《機関・事業所種別の集計》 

 小学校は国公立が98.4％、中学校は93.4％で、専門機関も国公立の割合が大きくなって

いる。一方、就学前の保育・教育を行う施設では、幼稚園は国公立が51.8％とやや多い以

外は民間が大きな割合を占めており、例えば、障がい児通所支援事業所も民間が90.6％、

個人が6.6％となっている。 

 

機関・事業所の設置者

(％)

59.0

35.2

5.8

0 10 20 30 40 50 60 70

国公立(国・都道府県・市町村）

民間（法人・株式会社等）

個人

n=2,325
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３ あなたの所属する機関（事業所）の所在地（個人の場合は支援した所在地）を教えてくだ

さい。 

 回答者が所属する機関・事業所等の所在地（市町村）は下のグラフのとおりである。 

 

 

機関団体の所在地

(％)

27.1

10.5

2.7

0.9

1.3

4.1

1.2

2.5

1.2

1.9

4.7

5.0

2.5

1.5

2.2

2.4

0.7

1.9

2.0

3.0

1.8

1.1

2.4

1.3

1.3

1.0

1.0

1.5

1.2

0.9

1.4

1.1

0.5

0.9

0.3

0.4

0.2

0.9

0.3

0.3

0.5

0.3

0.3

0 5 10 15 20 25 30

大阪市

堺市

岸和田市

豊中市

池田市

吹田市

泉大津市

高槻市

貝塚市

守口市

枚方市

茨木市

八尾市

泉佐野市

富田林市

寝屋川市

河内長野市

松原市

大東市

和泉市

箕面市

柏原市

羽曳野市

門真市

摂津市

高石市

藤井寺市

東大阪市

泉南市

四條畷市

交野市

大阪狭山市

阪南市

島本町

豊能町

能勢町

忠岡町

熊取町

田尻町

岬町

太子町

河南町

千早赤阪村

n=2,325
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４ あなたの役職・職種（個人の場合は資格）を教えてください。 

（該当が２つ以上ある場合は、ヤングケアラー支援実績のある立場のいずれか一つを選択

してください。） 

 回答者の役職や職種、個人の場合の資格は下のグラフのとおりで、課長・係長等の役職

者が40.0％、機関・事業所の長が24.8％、担任（教育・保育士）が8.9％となっている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・生徒指導主事 

《機関・事業所種別の集計》 

 就学前の保育・教育を行う施設では、機関・事業所の長が保育園(所)で85.7％であるな

ど、割合が大きくなっている。一方、学校では、課長・係長等の役職者が小学校74.0％で

あるなど割合が大きくなっている。また、保健分野の機関では保健師が保健所で100％であ

るなど割合が大きく、少年サポートセンターはケースワーカー（以下「ＣＷ」という。）が

90.0％、社会福祉協議会ではＣＳＷが83.3％であるなど、資格をもつ専門職の割合が大き

い機関等もある。 

 一方、役職・職種・資格の側から所属する機関・事業所等をクロスしてみると、ＳＳＷ

は高等学校（全日制）が72.7％と大きな割合を占め、ＳＣは中学校が51.4％、高等学校

（全日制）が31.4％などとなっている。また、ＣＳＷは社会福祉協議会が55.6％、記述回

答で制度横断的な相談を行う窓口などが多くあげられた「その他」が42.9％である。ＣＷ

は記述回答で福祉事務所などが多くあげられた「その他」が47.5％であるほか、保健セン

ターが20.3％、少年サポートセンターが15.3％となっている。 

 

役職・職種・資格

(％)

24.8

40.0

0.9

8.9

2.5

0.5

1.5

2.7

0.3

5.8

0.0 (1人)

0.0 (1人)

1.9

0.2

2.5

1.4

0.0 (0人)

0.4

3.7

1.9

0 10 20 30 40 50

機関・事業所の長

課長・係長等の役職者

養護教諭

担任（教員・保育士）

障がい児通所支援事業所職員

ＳＳＷ

ＳＣ

ＣＳＷ

介護支援専門員

民生委員

児童委員

母子・父子自立支援員

保健師

看護師

ケースワーカー

社会福祉士

精神保健福祉士

カウンセラー

上記以外の支援員・相談員・担当者

その他

n=2,325
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２．機関等でのヤングケアラーへの支援の状況 

５ あなたが所属する機関・事業所において、ヤングケアラーと思われる子どもの支援に関わ

った経験はありますか。 

 回答者が所属する機関・事業所がヤングケアラーと思われる子どもの支援に関わった経

験があると答えた人は28.4％（661人）である。 

 

《機関・事業所種別の集計》 

 公的な専門機関では、子ども家庭センターの100％、児童家庭相談窓口の80.8％、保健所

の72.7％をはじめ、支援の経験がある機関等の割合が大きいほか、学校も高等学校（全日

制）が53.0％、中学校が51.2％、小学校が33.5％などと、多くが支援の経験があると答え

ている。また、社会福祉協議会も35.7％と割合が大きく、保育園(所)（12.7％）、認定こど

も園（11.2％）、障がい児通所支援事業所（11.9％）も１割以上であるほか、ヤングケアラ

ー支援団体や地域で活動している子ども食堂なども含め、公・民の多様な機関・事業所等

でヤングケアラーへの支援が行われている。 

《役職・職種・資格別の集計》 

 ヤングケアラー支援に関わった経験がある回答者の割合が大きかったのは、ＳＳＷが100

％、保健師が59.1％、ＳＣが51.4％、社会福祉士が43.8％、養護教諭が40.0％、担任（教

員・保育士）が37.2％、ＣＳＷが34.9％、ＣＷが33.9％などとなっている。また、地域で

活動している民生委員の5.9％（８人）が支援の経験があると答えている。 

 

 

５ＳＱ① 上記５で「ある」と答えた場合、対応したヤングケアラーと思われる子どもの人数

を教えてください。 

 回答者が所属する機関・事業所で、令和４年４月～令和５年９月の１年半の間に対応し

たヤングケアラーと思われる子どもの人数は、合計で1,997人である。 

《機関・事業所種別の集計》 

 小学校が414人（全体の20.7％）、中学校が380人（19.0％）、高等学校（全日制）が366人

（18.3％）など、学校が全体の３分の２近い1,287人（64.4％）である。次いで、児童家庭

相談窓口が188人（9.4％）、保健所の17人と保健センターの53人があわせて70人（3.5％）、

就学前の保育・教育を行う施設が保育園(所)の29人、認定こども園の27人などあわせて63

人（3.2％）、障がい児通所支援事業所が59人（3.0％）、ヤングケアラー支援団体・当事者

団体が50人（2.5％）、社会福祉協議会が45人（2.3％）、自立相談支援機関が34人（1.7％）

となっている。 

 機関等の１か所あたりの平均人数は、学校では小学校が2.2人、中学校が2.5人、高等学

校（全日制）が4.6人などとなっている。この数値は、例えば、小学校で全校生徒数を500

人と仮定すると約0.44％であり、国の実態調査で示された割合（15人に１人＝約6.7％）と

比較すると、この調査で回答された「対応した子ども」はその一部のみに該当するものと

考えられる。 

ＹＣの支援に関わった経験
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５ＳＱ② あなたが所属する機関・事業所は、「ヤングケアラー支援」を専門に行っています

か。通常業務の中で「ヤングケアラー支援」を行っている場合は、「いいえ」を選

択してください。 

 回答者が所属する機関・事業所等がヤングケアラー支援を専門に行っている機関等だと

答えた人は8.0％である。ただし、学校等に所属している人でも専門に行っていると回答し

た人がおり、機関・事業所等全体ではなく、回答者の立場（支援を専任で担当しているな

ど）として回答された人も含まれると推測される。 
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５-(1) ヤングケアラーと思われる子どもをどのような経緯で認識したかをお答えください。 

（複数選択可） 

 ヤングケアラーと思われる子どもについて、機関等が認識した経緯（複数回答）別の人

数をみると、「家族との関わり方から認識」した子どもが1,051人（対応した1,997人の52.6

％）で最も多くなっている。次いで、遅刻や欠席、忘れ物など「子どもの状況」から認識

した子どもが902人（45.2％）で、「本人からの相談」も449人（22.5％）である。また、

「関係機関からの報告や引き継ぎ」で認識した子どもが728人（36.5％）、「実態調査やアン

ケートの結果」から認識した子どもが302人（15.1％）である。 

 「その他」の記述回答では、友達の話などから認識したケースもあげられている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・子ども（本人）の話や面談  ・友達の聴き取り  ・地域の人から 

《機関・事業所種別の集計》 

 就学前の保育・教育を行う施設では保育園(所)は79.3％、認定こども園では63.0％など、

また、障がい児通所支援事業所は88.1％、保健所は82.4％、保健センターは84.9％と「家

族との関わり方から認識」した子どもの割合が特に大きくなっている。小学校では「家族

との関わり方」が70.5％、「子どもの状況」からが71.7％、中学校では「家族との関わり方」

と「子どもの状況」からがいずれもが56.1％と同程度となり、「本人からの相談」で認識す

るケースの割合が、小学校は26.1％、中学校は28.4％、高等学校（全日制）は29.0％と徐

々に大きくなっている。一方、専門機関では「関係機関からの報告や引き継ぎ」で認識し

たケースが児童家庭相談窓口で72.9％など、割合が大きくなっている。 

《役職・職種・資格別の集計》 

 「本人からの相談」で認識したケースの割合は養護教諭が76.5％と特に大きく、カウンセ

ラー（50.0％）、ＳＣ（41.9％）、ＳＳＷ（37.7％）も大きめである。また、実数は多くな

いものの、民生委員は「家族との関わり方」に加え、「親族からの相談」、「地域や近所の人

からの相談」などで認識したケースがあると回答されており、地域での日常的な相談活動

などの多様なつながりを通じたヤングケアラーの把握も行われていることがうかがえる。 
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５-(2) ヤングケアラーと思われる子どもがおかれている状況について、あなたが認識してい

るヤングケアラーと思われる子どもの家庭内での役割を教えてください。（複数選択可） 

 ヤングケアラーと思われる子どもの家庭内での役割（複数回答）は、「きょうだいの面倒

やお迎え」が1,155人（対応した1,997人の57.8％）で最も多く、次いで、「料理・買い物・

食器洗い」（1,040人、52.1％）、「掃除・ゴミ捨て」（713人、35.7％）、「洗濯・アイロン」

（667人、33.4％）などの家事、「見守り」（637人、31.9％）や「話し相手」（486人、24.3

％）、「お風呂やトイレの世話」（273人、13.7％）等の介護的な支援など、多岐にわたって

いる。また、「通訳」が95人（4.8％）であるほか、「家計を助けるための労働やアルバイト」

も192人（9.6％）と１割近くになっている。 

 「その他」の記述回答では、重い荷物の運搬などの力仕事や、保護者に代わっての連絡や

応対、書類作成や手続きなどがあげられる。また、「通訳」として聴覚障がいのある保護者

のサポートについて記載されている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・食事の世話、重い荷物の運搬などの力仕事 

・介護や医療的ケア 

・コミュニケーションの支援、支援者への連絡、訪問者の対応 

・書類作成や手続き 

・生活全般 

《機関・事業所種別の集計》 

 「きょうだいの面倒やお迎え」は、保育園(所)が79.3％であるなど就学前の保育・教育を

行う施設で割合が大きいほか、小学校は71.7％、中学校も67.4％となっている。一方、高

等学校では「家計を助けるための労働やアルバイト」が定時制で50.0％、全日制でも30.1

％と割合が大きくなっている。 

 

ＹＣの家庭内での役割
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５-(3) ヤングケアラーと思われる子どもがケアをしている（と思われる）相手を教えてくだ

さい。（複数選択可） 

 ケアをしている相手（複数回答）は、「弟・妹」が1,122人（対応した1,997人の56.2％）、

「母」が842人（42.2％）と、特に大きな割合を占めている。選択肢としてあげた家族以外

では、「その他」の記述回答で、おば、おい、めい、いとこなどの親族などがあげられてい

る。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・内縁の親、曾祖父母、甥・姪、いとこ 

《機関・事業所種別の集計》 

 障がい児通所支援事業所と社会福祉協議会では「母」がそれぞれ71.2％、60.0％と最も

多くなっている。また、「父」は小学校が5.1％、中学校が7.4％、高等学校（全日制）が

10.9％と、年齢とともに割合が大きくなる傾向が示されている。 
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５-(4) ヤングケアラーと思われる子どもがケアをしている（と思われる）人の状況について

教えてください。（複数選択可） 

 ケアをしている相手の状況（複数回答）は、「未就学児・小学校低学年」が959人（対応

した1,997人の48.0％）で最も多く、次いで、「精神疾患」が378人（18.9％）である。「そ

の他」の記述回答では、選択肢としてあげた年齢や障がい等の状況以外に、言葉（外国語）

の問題や保護者が家にいないこと、貧困、出産などがあげられている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・発達障がい、出産、貧困、言葉の問題（外国籍） 

・家にいない、家事をしない、仕事が忙しい 

《機関・事業所種別の集計》 

 「未就学児・小学校低年齢」は保育園(所)が79.3％であるなど就学前の保育・教育を行う

施設では特に割合が大きくなっている。保健所は「要介護」と「身体障がい」が52.9％、

「知的障がい」が41.2％、「精神疾患」が41.2％と加齢や障がいにともなう課題があるケー

スの割合が大きく、社会福祉協議会も「精神疾患」が40.0％と割合が大きくなっている。

高等学校（定時制）も「精神疾患」が43.3％、「要介護」が23.3％と割合が大きくなってい

る。 
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５-(5) ヤングケアラーと思われる子どもに対して、どのような支援を行いましたか。 

次の(5)-5-[1]から(5)-5-[8]についてお答えください。 

５-(5)-[1] ヤングケアラーと思われる子どもの生活に関する支援（子どもへの介入）（所属

する機関・事業所での支援）（複数選択可） 

 ヤングケアラーを思われる子ども本人への支援は、ヤングケアラーに対応した機関等の

41.6％が実施しており、支援の内容は、子ども食堂等の「居場所の提供」が11.3％、「支援

制度利用のための同行支援」が11.0％、「欠食支援」が8.8％、「衣服の洗濯」が7.1％、「必

要とする用品の貸し出し」が7.0％となっている。 

 選択肢としてあげた支援以外では、「その他」の記述回答で、見守りや医療の支援などが

あげられているほか、面談・相談や関係機関への連絡・連携、制度等の利用や、利用のた

めの情報提供や書類作成の支援などが多くあげられている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・食事や食材の支援  ・見守り  ・医療の支援  ・身だしなみの知識 

・制度利用の支援（情報提供、紹介、書類作成、他機関と連携・つなぎ） 

・面談、相談、傾聴、カウンセリング 

・関係機関への連絡調整 

・親族との連携 

・保護者への支援、きょうだいへの支援 

・通学・通園等の支援、進路の支援、経済的な支援 

《機関・事業所種別の集計》 

 小学校、中学校といった、子ども生活への支援を行っている学校の割合がいずれも34.2

％と、全体平均よりも小さくなっている。また、専門機関では児童家庭相談窓口は多様な

支援を行っているが、それ以外の機関では子どもの生活の面での直接的な支援はあまり行

われていない。子ども食堂等の「居場所の提供」は、子ども食堂、ヤングケアラー支援団

体で行われているほか、障がい児通所支援事業所は20.7％、社会福祉協議会も20.0％と、

支援を行っている機関の割合が大きくなっている。 

《役職・職種・資格別の集計》 

 子ども食堂等の「居場所の提供」は、民生委員は37.5％、ＳＳＷは36.4％が行っており、

地域と連携した支援が意識されているものと考えられる。 
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５-(5)-[2] ヤングケアラーと思われる子どもの家庭生活に関する支援（家庭介入） 

（複数選択可） 

 ヤングケアラーと思われる子どもの生活に関する家庭への支援（介入）は、ヤングケア

ラーに対応した機関等の27.2％が実施しており、支援の内容は「支援制度利用のための同

行支援」が10.4％、「家庭の食事支援」が6.2％、「家族の送迎方法や時間の融通」が6.1％

となっている。 

 選択肢としてあげた支援以外では、「その他」の記述回答で、送迎や家計管理の支援など

のほか、子どもへの支援と同様に面談・相談や関係機関への連絡・連携、制度等の利用や

利用のための支援などが多くあげられている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・送迎の支援 

・家計管理の支援 

・制度利用の支援（保護者への指導、紹介） 

・面談、傾聴 

・関係機関への連絡調整 

・親族との連携 

・保護者への支援、きょうだいへの支援 

・通学・通園等の支援、きょうだいの就学の支援、就労の支援 

《機関・事業所種別の集計》 

 実数は多くないものの、児童家庭相談窓口では「家庭の食事支援・宅配食・お弁当」と

「家庭のその他の家事」がいずれも14.3％、保健センターも「家庭のその他の家事」が

16.7％など、家庭の生活への直接的な支援を含む多様な支援が行われている。また、小学

校、中学校は何らかの支援を行っている学校の割合は大きくないものの、支援の内容は多

岐にわたっている。一方、障がい児通所支援事業所（37.9％）や保育園(所)（37.5％）、認

定こども園（26.7％）では「家族の機関・事業所での滞在時間」や「送迎に関する融通」

を図っているところの割合が大きくなっている。 

《役職・職種・資格別の集計》 

 家庭の生活の直接的な支援は、担任（教員・保育士）、社会福祉士、保健師などで比較的

多くあげられ、介護支援専門員や民生委員の支援も行われている。また、「支援制度利用の

ための同行支援」はＣＳＷ（50.0％）などで割合が大きくなっている。 
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５-(5)-[3] ヤングケアラーと思われる子どもに対する学習支援（複数選択可） 

 ヤングケアラーと思われる子どもへの学習支援は、ヤングケアラーに対応した機関等の

41.7％が実施しており、支援の内容は子どもの「所属機関（事業所）での補習等」が35.6

％、「地域で開催する学習支援」が5.4％である。 

 「その他」の記述回答では、学校や家庭、地域での学習支援の内容が記載されているほか、

面談・相談や関係機関への連絡・連携があげられている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・学校での個別学習、放課後勉強会、担任の声かけ・見守り 

・家庭訪問時の学習支援、課題の配付、オンライン授業、適応指導教室 

・子育て支援事業での学習支援、子ども自立アシスト事業、ユースプラザ、子ども食堂、 

・面談、傾聴 

・関係機関への連絡調整・つなぎ 

《機関・事業所種別の集計》 

 小学校の53.4％、中学校の45.2％、高等学校（全日制）の24.1％が学校での補習を行っ

ている。また、放課後等デイサービスの障がい児通所支援事業所では58.6％が補習等を行

っている。専門機関である自立相談支援機関、児童家庭相談窓口、教育支援センター、少

年サポートサポートセンター、保健センターなどにおいて、所属機関内での補習を行って

いる。「地域の開催する学習支援」を活用しているのは、中学校では9.7％と割合が大きめ

で、児童家庭相談窓口などの専門機関でも地域の取り組みを利用した支援が行われている。 

 

ＹＣの学習支援
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５-(5)-[4] ヤングケアラーと思われる子どもの不登校に関する支援（複数選択可） 

 ヤングケアラーと思われる子どもの不登校に関する支援は、ヤングケアラーに対応した

機関等の57.4％が実施しており、支援の内容では「登校や登園を促す連絡」を46.1％、「家

庭訪問」を41.1％が実施しているのに加え、「登校や登園の送迎」も12.1％で実施されてい

る。 

 「その他」の記述回答では、校内やオンラインでの学習の場の提供や面談・相談、関係機

関への連絡・連携などがあげられる。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・校内教育支援ルーム・適応指導教室の活用、クラス・学校外登校 

・学校内の環境整備 

・居場所の提供、オンライン授業 

・電話連絡、声かけ 

・面談、傾聴 

・関係機関への連絡調整・つなぎ 

《機関・事業所種別の集計》 

 中学校の76.8％、小学校の69.4％が登校の支援を行っており、小学校では24.4％、保育

園(所)では18.8％が「登校の送迎」を行っている。また、児童家庭相談窓口でも19.0％が

「登校や登園の送迎」を行っている。 

《役職・職種・資格別の集計》 

 専門職では社会福祉士、保健師、ＳＳＷ、ＳＣ、ＣＳＷが「登校や登園の送迎」も含め

た支援を行っているほか、民生委員による支援も行われている。 

 

 

５-(5)-[5] ヤングケアラーと思われる子どもの非行等に関する支援 

 ヤングケアラーと思われる子どもの非行等への支援は、ヤングケアラーに対応した機関

等の8.3％が実施している。 

 支援の内容は、記述回答で指導や声かけ、一時保護などの制度を利用した支援、面談・

相談、関係機関への連絡・連携などがあげられる。 

《機関・事業所種別の集計》 

 非行等への支援を行っているのは中学校で12.9％、小学校で7.3％、高等学校（全日制）

で6.3％などとなっている。学校以外では少年サポートセンター、児童家庭相談窓口、子ど

も家庭センターや、障がい児通所支援事業所においても支援が行われている。 

 

ＹＣの登校の支援
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５-(5)-[6] ヤングケアラーと思われる子どもの就業・就労支援 

 ヤングケアラーと思われる子どもの就業・就労への支援は、ヤングケアラーに対応した

機関等の7.4％が実施している。支援の内容は記述回答で、就労のための指導や就労先の紹

介などの支援を当該機関や関係機関との連携、制度利用などの方法で行っていることなど

があげられる。 

《機関・事業所種別の集計》 

 就業や就労への支援を行っているのは高等学校（定時制）で66.7％、特別支援学校で

38.1％、高等学校（全日制）で16.5％、障がい児通所支援事業所で6.9％、中学校で3.9％

となっている。 

《役職・職種・資格別の集計》 

 専門職では、ＣＷ、ＣＳＷ、ＳＳＷ、カウンセラー、保健師が就業・就職に関する支援

を行っている。 

 

 

５-(5)-[7] 経済的な支援（複数選択可） 

 ヤングケアラーと思われる子どもの経済的な支援は、ヤングケアラーに対応した機関等

の11.5％が実施している。支援の内容は「集金の期限延長や分割納付等」が8.6％と、「そ

の他」の支援として記述回答で、物資等の提供や住環境に関する支援、家計管理の支援、

経済的な支援制度の利用のための支援などがあげられている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・就学援助 

・生活困窮者自立支援事業の住宅確保給付金、社会貢献事業を活用した生活環境整備 

・生活福祉資金や社会貢献事業での現物給付、ＰＴＡ主催の物々交換会、食材・衛生用品等の提供 

・家計管理の支援 

・制度利用の支援（年金、生活保護、就学支援金、社会福祉協議会やＮＰＯの事業の活用） 

・関係機関への連絡調整 

《機関・事業所種別の集計》 

 機関・事業所等の種別にみると、集金の期限延長や分割納付等は障がい児通所支援事業

所の27.6％、保育園(所)の25.4％などのほか、小学校の8.8％、小学校の7.7％が行ってい

る。 

 

 

５-(5)-[8] 上記[1]～[7]以外の支援 

 ヤングケアラーと思われる子どもへのその他の支援は、ヤングケアラーに対応した機関

等の9.1％から回答があり、支援の内容は記述回答で、面談・相談や心理的サポート、関係

機関への連絡・連携、制度等の利用や利用のための支援などが多くあげられている。 

 

経済的な支援
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５-(6) ヤングケアラーと思われる子どもへの支援を行う中で、不足していると思うところを

教えてください。（複数選択可） 

 ヤングケアラーと思われる子どもへの支援に関して不足していると思うことについては、

「公的な支援の仕組みや制度」が61.4％と特に多くあげられており、次いで、「支援者の知

識や経験」が44.2％、「他の機関との連携」が43.7％、「適切な支援メニュー」が35.2％、

「所属機関内での情報共有や相談機会」が25.3％、「守秘義務が設けられたケース会議」が

12.1％と、しくみや体制などに関して多様な課題を感じていることが示されている。 

 「その他」の記述回答では、支援方法が確立されていないことや支援が難しいこと、ヤン

グケアラーの定義が不明確なことがあげられているほか、子どもや保護者などの当事者の

認識が不十分なことも多くあげられている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・支援のフローチャートがない、ヤングケアラーの定義が不明確、どこまで関わるべきかわからない 

・自治体によって支援機関が異なる 

・家庭との連携・支援が難しい、ヤングケアラーの問題以外に複数の課題があることが多い 

・本人・保護者にヤングケアラーの自覚がない、保護者に支援のニーズがない・支援に否定的である 

・虐待疑いの情報があっても判断の時間がかかり、子どもを救う時期を逸している 

・協議はしても連携して動いてもらえない、担任に専門職の介入を断られる 

《機関・事業所種別の集計》 

 多くの機関等で「公的な支援のしくみや制度」の不足をあげたところの割合が大きくな

っているが、「所属機関の人員不足」が小学校では48.7％、中学校では44.2％とそれぞれの

第２位となっており、支援を行うなかでの大きな課題であることがうかがえる。また、「支

援者の知識や経験」をあげた人の割合は、障がい児通所支援事業所（65.5％）、保健所

（62.5％）、高等学校（全日制）（57.0％）と大きく、障がい児通所支援事業所では「他の

機関との連携」も55.2％と割合が大きくなっている。 

《役職・職種・資格別の集計》 

 「公的な支援のしくみや制度」の不足は、カウンセラー（100％）、社会福祉士（92.9％）

で特に割合が大きく、これらでは「適切な支援メニューの不足」をあげた割合も大きくな

っている。養護教諭は「支援者の知識や経験」を100％、「他の機関との連携」を75.0％が

あげるなど、多くの項目について課題をあげた人の割合が大きくなっている。 
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３．ヤングケアラーへの支援における連携の状況 

６ ヤングケアラーと思われる子どもへの支援について、所属機関以外の機関と必要に応じて

情報共有や対応の検討を行うなどして連携して支援したケースはありましたか。 

 ヤングケアラーと思われる子どもへの支援に関して所属機関以外の機関と連携して支援

したケースが「ある」と答えたのは、ヤングケアラーの支援に関わった経験がある機関等

の71.4％である。一方、「ない」が答えた機関等も27.4％である。 

 

《機関・事業所種別の集計》 

 連携したケースが「ない」と答えた人（機関等）の割合は、実数は少ないものの女性相

談センター・ＤＶ対応窓口、地域型保育事業、高等学校（通信制）、子ども食堂では100％

となっている。また、保育園(所)は37.5％、障がい児通所支援事業所は34.5％と、連携し

たケースが「ない」機関等の割合がやや大きくなっている。 

《役職・職種・資格別の集計》 

 連携したケースが「ない」と答えた人の割合が大きいのは介護支援専門員（100％）、民

生委員（75.0％）、ＳＣ（55.6％）などである。 

 

他と情報共有や連携したケース

(％)

71.4

27.4

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ある

ない

無回答

n=661



－21－ 

６ＳＱ 上記６で「ある」と答えた場合、連携して支援したヤングケアラーと思われる子ども

の人数を教えてください。 

 所属機関以外の機関と連携して支援したヤングケアラーは合計で1,071人と、対応した人

数（1,997人）の53.6％である。 

《機関・事業所種別の集計》 

 小学校が264人（全体の24.6％）、中学校が210人（19.6％）、児童家庭相談窓口が108人

（10.1％）、高等学校（全日制）が102人（9.5％）の順に多くなっている。 

 これを対応したヤングケアラーの人数に対する割合をみると、保育園(所)は72.4％と割

合が大きく、小学校は63.8％、中学校は55.3％、高等学校（全日制）は27.9％など、機関

等の種別によって大きな差があることが示されている（100％を超えるものがあるが、回答

をそのまま集計したものである）。 
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６-(1) 実際に連携した機関（事業所・専門職含む）を教えてください。（ヤングケアラーと思

われる子どもがケアしている家族が所属する機関を含む）（複数選択可） 

 支援にあたって連携した機関や事業所、専門職等別の人数（複数回答）は、ＳＳＷが541

人（連携して支援した1,071人の50.5％）、児童家庭相談窓口が521人（48.6％）、市町村の

児童福祉部門が496人（46.3％）、児童相談所・子ども家庭センターが450人（42.0％）、小

中高等学校・特別支援学校が420人（39.2％）、ＳＣが382人（35.7％）、市町村の教育委員

会が343人（32.0％）の順に多くあげられている。これら以外にも、公・民のさまざまな機

関、事業所、団体などと連携されていることが示されており、選択肢としてあげた機関等

以外に、「その他」の記述回答では問５で回答された支援内容などとも連動し、国際交流セ

ンター、キャリアコーディネーター、警察などがあげられている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・障がい者相談支援事業所・相談支援専門員  ・訪問看護・ＭＳＷ 

・社会福祉協議会  ・放課後カフェを開催しているＮＰＯ法人 

・自立支援事業  ・国際交流センター  ・警察 

《機関・事業所種別の集計》 

 ＳＳＷは小学校で74.6％、中学校で75.7％と特に割合が大きいほか、専門機関等からも

自立相談支援機関の38.1％をはじめ、連携先としてあげられている。 
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６-(2) ヤングケアラーと思われる子どもに対して行った支援のうち、効果的と感じた連携内

容を教えてください。（複数選択可） 

 支援において効果的と感じた連携内容としては、「関係機関との意見交換・情報共有」が

48.6％と最も多くあげられており、次いで、「関係機関との役割分担」を26.2％、「家庭訪

問」を25.7％、「情報集約・サービス利用の調整」を20.9％と、多機関がいっしょに対応す

ることによる効果が特に大きいことが示されている。 

 また、「ヤングケアラーのケアやレスパイトケア」を25.0％、「見守り」を21.8％、「登校

・登園支援」を21.3％、「家族のケア・指導」を18.8％、「家庭支援」を18.2％、「学習支援」

を17.9％など、具体的な支援での効果も感じられている。 

 「その他」の記述回答では、生活指導支援員の配置、学校以外の気軽に相談できる場への

つなぎ、LINE等での状況確認などがあげられている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・生活指導支援員の配置、ＳＳＷの介入 

・学校以外の気軽に相談できる場へのつなぎ、LINE等での状況確認、オンラインによるイベント 

・家事の手法 

《機関・事業所種別の集計》 

 「関係機関との意見交換・情報共有」は機関等の種別によらず効果的な支援と評価されて

いるが、小学校では43.5％、保育園(所)では37.5％とやや割合が小さめである。小学校で

は「登校・登園支援」が27.5％、「学習支援」が21.8％と割合が大きめで、具体的な支援で

効果的と感じた連携内容
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無回答

n=661
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の効果がより強く求められていることがうかがえる。一方、「関係機関との役割分担」は、

保健センターが44.4％、児童家庭相談窓口が42.9％、社会福祉協議会が40.0％など、専門

機関で割合が大きくなっているが、これらの機関では「家庭訪問」も保健センターが44.4

％、児童家庭相談窓口が42.9％となっている。 

《役職・職種・資格別の集計》 

 「関係機関との意見交換・情報共有」は、カウンセラーが66.7％、社会福祉士が64.3％、

ＳＳＷとＣＳＷがいずれも63.6％、養護教諭が62.5％と、割合が大きくなっている。 

 

 

７ ヤングケアラーと思われる子どもへの支援について、所属機関以外の機関と連携すること

を検討したが実現しなかったことがありますか。 

 支援での連携を検討したものの実現しなかったことがあると答えた人は、本調査に回答

した機関等の3.7％（ヤングケアラーに対応した機関等に絞ると11.0％）である。 

 

《機関・事業所種別の集計》 

 連携が実現しなかったと答えた機関の割合は、高等学校（全日制）が10.1％（対応した

機関等では19.0％）、社会福祉協議会が9.5％（26.4％）と、やや大きくなっている。こう

したデータから、高等学校は小学校、中学校とくらべて市町村行政と連携しにくい面があ

るのではないか、また、民間組織の社会福祉協議会も行政との連携がスムーズではない場

合があるのではないかなどの仮説を立てて分析と行っていくことは、制度や分野などの枠

を超えた連携をいっそう推進していくうえで必要だと考えられる。 

 

連携が実現しなかったこと
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n=2,325
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７ＳＱ 上記７で「ある」と答えた場合、連携が実現しなかったヤングケアラーと思われる子

どもの人数を教えてください。 

 連携が実現しなかったヤングケアラーは合計で119人と、対応した人数（1,997人）の6.0

％にあたる。 

《機関・事業所種別の集計》 

 小学校が32人（全体の26.9％）、中学校が20人（16.8％）、高等学校（全日制）が16人

（13.4％）で、１団体のみの回答のヤングケアラー支援団体・当事者団体が10人（8.4％）

でこれらに次いでいる。また、対応したヤングケアラーの人数に対する割合でみると、小

学校は7.7％、中学校は5.3％、高等学校（全日制）は4.4％などとなっているが、ヤングケ

アラー支援団体・当事者団体では、対応した50人に対して連携できなかった子どもが10人

と２割にのぼっている。また、実数は少ないものの子ども食堂と教育支援センターは対応

したすべての子ども、幼稚園では４割が連携を検討したができなかったことが示されてい

る。 

 

 

連携が実現しなかったＹＣの人数
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７-(1) 所属機関以外の機関と連携することを検討したが実現しなかった理由を教えて下さい。 

（複数選択可） 

 連携が実現しなかった理由は、「機関の対応方針に相違があった」ことが31.4％で最も多

く、次いで、「個人情報の共有ができなかった」ことが18.6％、「連携先でヤングケアラー

と判断されなかった」ことが16.3％、「具体的な連携方法が分からなかった」ことが14.0％、

「既存の支援で飽和状態だった」ことが11.6％などとなっている。 

 「その他」の記述回答では、拒否などの当事者の意向や状況が多くあげられるとともに、

制度の制約、当事者と関係機関の関係性の問題などがあげられている。 

 

【「その他」の主な記述回答】 

・本人・保護者が支援を希望しない・拒否する、保護者が学校に来られず話ができない 

・本人が意欲を喪失した、基金を利用するための論文が書けない、本人の受験とのかねあい 

・関係機関と家庭がつながれない 

・制度の要件にあわず利用できない 

・どこまで情報提供してよいかが判断できなかった 

《機関・事業所種別の集計》 

 連携できなかった子どもの割合が大きいヤングケアラー支援団体・当事者団体では、「個

人情報を共有ができなかった」こと、「個人情報の提供ができなかった」こと、「連携は不

要と判断された」ことが理由としてあげられている。 

《設置者別の集計》 

 機関等の設置者の区分別にみると、民間（法人・株式会社等）の機関等では「機関の対

応方針に相違があった」の42.9％に次いで「個人情報の共有ができなかった」が28.6％で、

国公立の機関等の15.9％よりもかなり割合が大きくなっており、公・民の多様な主体が協

働していくうえでの課題として、個人情報の共有のあり方があらためて提起されていると

も考えられる。 

 

連携が実現しなかった理由
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n=86
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４．ヤングケアラーの支援に必要な施策 

８ ヤングケアラーと思われる子どもへの支援について、どのような施策が必要と考えますか。 

（複数選択可） 

 ヤングケアラーへの支援として必要な施策としては、「ヤングケアラーへの相談支援」が

63.7％、「ヤングケアラーの実態把握や調査」が59.2％と、特に多くの機関があげている。

次いで、「連携支援のコーディネーター的な役割」が41.2％、「関係機関等との勉強会や研

修」が36.6％、「関係機関等とのネットワークや連携体制の強化」が35.1％と、連携に関す

る取り組みも多くあげられている。また、「ヤングケアラーに関する法令の制定」について

は、28.2％の機関があげている。 

 「その他」の記述回答では、食事や家事などの具体的な支援や当事者の理解の必要性など

があげられるとともに、支援の体制や手法に関する具体的な内容の提案が記載されている。 

 

【「上記以外の独自の取り組み」の主な記述回答】 

（直接的な支援の内容の充実） 

・食事の支援（子ども食堂等の日数の増加、子ども食堂以外の訪問・配達での支援）、家事の支援 

・夜中の居場所や夕食の提供 

・外国人の児童への支援 

（支援の手法の充実） 

・子どもの権利の支援に立ったオーダーメイドの支援 

・ヤングケアラーを一括りにしないきめ細かな対応 

・親の承諾がなくても子どもが利用できるサービスの充実 

・家族に介入できるしくみ（法律）・同意を取る手法 

・障がいのある保護者への支援 

・未成年者を介護者にしないための（禁ずる）支援制度の充実 

・保護者への支援や子育てしやすくする制度の充実 

・だれもが経済的に豊かになれる経済政策の推進 

（支援体制や資源の充実） 

・支援者が実際に支援する人員と予算の確保 

・専門職等に日常的に相談ができるしくみ（ＳＳＷ等の常駐など） 

・ヤングケアラー支援の専門組織の設置（学校に頼らないしくみづくり） 

・子どもが同じ境遇の仲間と出会い心を休められる機関の設置 

・子どもが安心してなんでも話せる関係づくり 

・ヤングケアラーを含む子どもが集える身近な拠点の整備 

・本人や関係者が身近に相談できる機関や専門相談員の設置 

・教育・福祉・医療の関係者がＩＣＴで情報を共有できるしくみ 

・ヤングケアラーが利用できる制度などの周知 

・学校と関係機関の連携の充実 

・ヤングケアラーを支援しているＮＰＯ等への補助員等の支援 

ＹＣの支援に必要な施策
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上記以外の独自の取組

n=2,325
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・地域での見守りや情報提供・連携のしくみづくり 

（ヤングケアラー問題の周知や理解） 

・子どもたちが「ヤングケアラー」について具体的に知るための発信や学習 

《ヤングケアラー支援の経験別の集計》 

 所属する機関等がヤングケアラーの支援に関わった経験があるかどうかとクロスしてみ

ると、いずれも「ヤングケアラーへの相談支援の実施」が最も多く、「ヤングケアラーの実

態把握・調査」が次いで多くなっているが、支援の経験がある機関等は「連携支援コーデ

ィネーター的な役割」、「関係機関等とのネットワーク・連携体制強化」、「連携支援のマニ

ュアルやルール」といった具体的な支援の割合がやや大きいのに対して、支援の経験がな

い機関等は、「ヤングケアラーの実態把握」が64.2％、「広報紙やポスターなどでの啓発」

が37.7％と支援の経験がある機関よりもかなり割合が大きく、まずは周知と実態把握から

始めることが必要だと捉えられていることがうかがえる。 
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Ⅲ 考察 

 

ヤングケアラーとは、「本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行

っているこども」のことを指し、責任や負担の重さにより、学業や友人関係などに影響が出てし

まうことがある、とされている（こども家庭庁ホームページより）。 

本調査では、ヤングケアラーと思われる子どもの支援について、支援の現状とともに、現行施

策での不足や必要だと思われる施策の把握を目的に、大阪府内市町村の2,325か所のさまざまな

機関等から協力を得て調査を実施し回答を得られ、関係機関間の連携を含めた、支援機関等の実

態を明らかにした。保育所・幼稚園や、小学校から高等学校までの保育・教育機関を調査対象に

含め、ヤングケアラー支援を専門としない機関でも自発的にまたは必要に応じて対応している機

関の現状を把握した。 

本調査の集計結果を踏まえて、本項では、ヤングケアラーと思われる子どもの認識、ヤングケ

アラーの状況、支援の状況、組織間の連携、施策の5点の点から総合考察を行う。 

 

(1) ヤングケアラーと思われる子どもの認識 

ヤングケアラーと思われる子どもの支援に関わった経験があると答えた回答者の割合は全体の

28.4％であり、公共・民間の様々な機関や事業所、役職や職種がヤングケアラーの支援の経験が

あることがわかった。それら機関・事業所は大半がヤングケアラーの支援を専門とはしておらず、

特に回答者が多かったのは学校などの保育・教育機関であった（全体の約6割）。ヤングケアラ

ーと思われる子どもと認識した経緯については、回答した機関・事業所の半数以上が「家族との

関わり方から認識」（52.6％）、ついで「こどもの状況」（遅刻や欠席、忘れ物など）（45.2％）

を挙げている。保育・教育機関のほか、日頃から子どもや保護者との関わりが多い保健センター

や障がい児通所支援事業所でも同様の回答を得られた。役職や職種別に見ると、養護教諭、担任

（教員・保育士）、カウンセラー、ＳＣ、ＳＳＷは「ヤングケアラー本人からの相談」を受けて

認識したケースが多い。民生委員の場合、「親族からの相談」や「地域や近所の人からの相談」

で認識したという回答もあり、地域活動の中で発見できる可能性も示唆している。本調査では、

支援対応したヤングケアラーと思われる子どもの人数も質問しており、合計は1,997人であった。

機関等の1か所あたりの平均人数は、小学校2.2人、中学校2.5人、高等学校（全日制）4.6人など

と算出される。この数値は、例えば小学校の全校生徒500人と仮定すると約0.44％であり、全国

調査で示された割合（小学6年生の15人に1人（約6.7%））（日本総研 2021）と比較すると、本

調査で回答を得られた「対応した子ども」はその一部のみに該当するものと考えられる。後述の

「支援を行う上で不足していること」としてあげられたヤングケアラーとしての当事者（子ども

・保護者）の自覚や認識の不十分さや、家庭内の事情として明かすことへの抵抗なども発見の難

しさの要因と考えられるが、本調査から、子どもの普段の様子などを介しての認識のほか、さま

ざまな立場で当事者や家族に寄り添うことで、早期発見や把握につながる可能性も示された。 

 

(2) ヤングケアラーと思われる子どもの状況 

ヤングケアラーと思われる子どもが担っている役割は、「きょうだいの面倒やお迎え」が最も

多く「料理・買い物・食器洗い」、「掃除・ごみ捨て」などの家事のほか、「見守り」、「話し

相手」や、「お風呂やトイレの世話」などの介護的な役割もあり、多岐にわたる。「通訳」は言

語のほか、聴覚障がいのある保護者のサポートという（記述）回答もあった。その他の役割とし

て、書類作成や手続きなども挙げられた。機関・事業所種別に見ると、「きょうだいの面倒やお

迎え」については就学前の保育・教育機関での回答の割合が高く、小学校や中学校でも多い。

「お金の管理」や「薬の管理」なども少数ではあるが、中学校から高等学校で回答があり、ヤン
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グケアラーにのしかかる重い責任や負担が懸念される。ケアをしている相手としては、「弟・

妹」、特に未就学児や小学校低学年層の割合が大きくなっている。次いで「母」をケアしている

と回答した割合が高い。記述回答には、保護者が家にいないこと、家事をしない、仕事が忙しい

などの状況が挙げられ、大人に代わって家事など実質的な役割のほか、感情面で家族を支えてい

る現状もうかがえる。 

 

(3) 支援の現状 

本調査では、支援機関等が行っている支援の内容を、「子どもへの介入（支援）」、「家庭へ

の介入（支援）」、「学習支援」、「登校・登園に関する支援」、「非行等に関する支援」、

「経済的な支援」、「その他の支援」に分けて支援の現状を調査した。また、現行の支援を行う

中で、不足していると思うところについても聞いた。 

まず、ヤングケアラーと思われる子どもの対応をしたと答えた機関が行った支援について特に

多かったのは、「登校・登園に関する支援」（57.4％）、ついで「「子どもへの介入（支援）」

と「学習支援」（41.6％）、「家庭への介入（支援）」（27.2％）であった。多くの機関・事業

所が多岐にわたって支援に携わっていることが集計結果から確認できるが、それぞれの専門や特

徴などを活かした支援をしていることが分かった。例えば、「子供への介入（支援）」では、Ｓ

ＳＷ、ＣＳＷ、民生委員、ＣＷ、社会福祉士などが居場所の提供を行っており、地域と連携した

支援を意識していると考えられる。また、「家庭への介入（支援）」においては、障がい児通所

支援事業所や保育園（所）、認定こども園などで、「家族の送迎方法や時間の融通」や「家族の

機関・事業所滞在時間の融通」して、当事者家族の支援している。ただし、このヤングケアラー

に行っている支援は、（１）で述べたように、国で明らかにしたヤングケアラーの数の15分の１

（国の調査の6.7％に対して今回の把握が0.44％と仮定した場合）に過ぎないなかの約半数であ

る。支援自体は丁寧に寄り添いや丁寧さで実施されていることが得られたが、この数値はそもそ

もの把握への対応がまずは必要であることが明らかになったと言える。 

支援を行う中で、不足していると思うところについては（複数回答可）、仕組みや体制などに

関する課題に回答が集中している。例として、「公的な支援の仕組みや制度」（61.4％）、「他

の機関との連携」（43.7％）、「所属機関の人員不足」（41.0％）。その他、「支援者の知識や

経験」（44.2％）と回答した割合も高く、支援するにあたって主軸となるリソースやアプローチ

の確立も課題として挙げられた。記述回答には、定義が明確でないこと、支援が難しいこと、当

事者の認識が不十分なことなどがあった。現在、法令上のヤングケアラーの定義はなく、前途し

た厚生労働省及び文部科学省が連携して立ち上げた「ヤングケアラーの支援に向けた福祉・介護

・医療・教育の連携プロジェクトチーム」が定めた定義に則って施策を進める自治体が多い。ヤ

ングケアラーを18歳未満の子どもとする定義もあるが、大学生活や就職活動等にも影響を与えて

いる可能性もあることから、令和3年度に行われた「ヤングケアラーの実態に関する調査研究」

では、大学生を対象とした全国調査も行った。ヤングケアラーにとって現在直面する課題への対

処や解消も重要であるが、青年期への展望や進路を考える時間を十分に持てないことも考慮した

枠組みや施策の検討を今後期待したい。組織・事業所別に見ると、小学校・中学校で、「公的な

支援の仕組みや制度」および「所属機関の人員不足」と回答した割合が高く、子どもたちと毎日

接し、日々の変化を察知しやすい学校現場において、確立した把握方法や支援に繋ぐアプローチ

および人材の欠如は切迫したものと考えられ、養護教員やＳＣ、ＳＳＷなど学校現場に関わる関

係者との連携や役割分担などにもフォーカスを置いた「チーム学校」の体制はヤングケアラー支

援においても重要性が示唆される。 

 

(4) 他機関との連携について 
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他機関との連携については、ヤングケアラーと思われる子どもの対応において連携した経験が

あるかと、連携した機関、効果的と感じた連携内容および連携が実現しなかった事例の有無と理

由について聞いた。 

ヤングケアラーと思われる子どもの対応をした機関の71.4％が連携の経験が「ある」と答え、

連携して支援したヤングケアラーは合計で1,071人であった（対応した合計人数1,997人の53.6

％）。この数値は本来、発見した学校や保育所などの機関で抱えるべき事案ではないと思われる

が、連携に至るのが半数に過ぎないとみたほうがよいであろう。それは、支援機関にヤングアラ

ーに向けての具体的な支援が見えないため、つなげられないこともあると思われる。実際に連携

した機関としては、「児童相談所・子ども家庭センター」、「児童家庭相談窓口・要体協調整機

関」、「市町村の児童福祉部門」が特に多かった。また、ＳＳＷとＳＣは、駐在する小学校や中

学校などの教育機関だけでなく、専門機関等からも連携先として挙げられることが多かった。ヤ

ングケアラー支援団体・当事者団体においては、実数は少ないが、高等学校（全日制）や社会福

祉協議会、児童家庭相談窓口・要体協調整機関と連携して支援した経験があることがわかった。 

効果的と感じた連携の内容については、「関係機関との意見交換・情報共有」が最も割合が高

く、ついで「関係機関との役割分担」、「家庭訪問」、「ヤングケアラーのケア・レスパイトケ

ア」であった。小学校や中学校では、「登校支援」や「学習支援」、「家庭訪問」などより具体

的な支援への連携に効果を感じており、今後も重点を置いて検討していくことが望まれる。 

 機関間の連携が実現しなかった機関等は3.7％（ヤングケアラーと思われる子どもに対応した

機関に絞ると11.0％）であった。連携が実現しなかった子どもの人数は119人だった（対応した

人数の6.0％）。実現しなかった理由として多く挙げられたのは、「機関の対応方針に相違があ

った」（31.4％）、「個人情報の共有ができなかった」（18.6％）などである。その中でも、ヤ

ングケアラー支援団体・当事者団体（1団体）は50人のうち、2割（10人）への支援で連携ができ

なかったとして、上記3点の理由のほか、「既存の支援で飽和状態だった」、「連携は不要と判

断した」ためと答えている。連携が実現できなかった理由では、設置者別のクロス集計も行い、

民間（法人、株式会社等）では国公立の機関に比べ、「機関の対応方針に相違があった」

（42.9%対28.6%）、「個人情報の共有ができなかった」（28.6％対15.9％）の割合がいずれも高

くなっており、さまざまな関係者・関係団体が協働するにあたってヤングケアラーの概念や施策

の方向性の一定化に加え、個人情報の共有について改めて問題提起されていると読み取れる。 

 

(5) ヤングケアラーの支援に必要な施策 

最後に、施策として本調査の回答の傾向を見ていくとともに、関連する事例などにも触れてい

く。 

 調査からは、ヤングケアラーの支援に必要な施策として「ヤングケアラーの実態把握・調査」

（59.2％）、「ヤングケアラーへの相談支援の実施」（63.7％）と答えた割合が高かった。ほか

にも、「関係機関等との勉強会や研修」（36.6％）、「関係機関とのNW・連携体制強化」（35.1

％）なども回答率が高く、関係機関との連携やネットワークづくりを意識した取り組みの必要性

も示された。 

機関・事業所別に見ると、保育・教育機関や障がい児通所支援事業所で「連携支援のコーディ

ネーター的役割」と答えた割合が高かった。また、ヤングケアラー支援の経験の有無別の必要な

施策を見ていくと、「連携支援のコーディネーター的役割」のほか、「連携支援のマニュアルや

ルール」において支援の経験が有る群は、経験の無い群に比べて回答率が高かった。効果的な連

携として感じたことに関する設問同様に、具体的な支援や連携へつなぐ、行うための人材確保の

重要性を示唆しており、経験を踏まえた意見として貴重な検討材料となるだろう。さらに、職種

・役職別にみると、民生委員、ＳＳＷ、ＳＣなどの間で「ヤングケアラー同士の交流の場の提供」

への施策が必要だと答えている。また、記述回答でも同様の場の提供について記載があり、現在
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開催されている交流サロンなどの拡充の支援も検討できるではないか。 

 最後に、記述回答では、支援機関等が行っている支援の現状や課題点などを踏まえた、支援の

体制や手法に関する具体的な内容の提案が多くあった。以下、回答例とともに、関連した、また

参考になると思われる事例を示す。 

 

○ヤングケアラー支援制度を確立し具体的支援がすぐにできること（支援の制度化） 

今回の調査の様々な個所より、まだヤングケアラーの支援は始まって間がないため、支援者も

直接支援の内容よりもその前に整備されるべき支援体制を整えることが必要と感じていることが

わかる。それは不足するものに関わらず、例えば、支援の６－（２）の支援の効果の回答を見て

も、「関係機関との意見交換・情報共有」が48.6％、「関係機関との役割分担」が26.2％と、効

果として支援そのものではなく連携体制が上位に来ている。 

同じ６－（２）において、直接支援の部分では、「ヤングケアラーのケアやレスパイトケア」

25.0％が最も高く、要するに家事支援などによるヤングケアラーに休息が必要なことを実感して

いる。ヤングケアラーだと認識したらすぐに派遣できるようなホームヘルプ制度や給食配布など

がなければ、本人は登校もできないのが実態であろう。まだそういった直接支援が上位に挙がら

ないのは介入の難しさもあって、認識やイメージがそこまで行きつかないことも想定できる。ほ

かの制度だけでなくヤングケアラーのための制度があれば、介入の困難さの改善の一助になる可

能性があるだろう。 

 

○当事者に支援をいち早くつなぐ方策 

（４）であげた民間と公的機関との連携の課題として、認識の違い、個人情報に関することが

明らかになった。これらは、児童虐待等に関する要保護児童対策協議会等と同じで難しいと感じ

られていることがうかがえる。しかし、潜在的に苦しんでいる当事者中心に考えれば、例えば個

人情報を共有しなくとも機関へ繋ぐことはでき、いち早く現状から脱出できる状況を作るべきで

あり、個人情報を共有しないつなぐ方法を工夫したり、本人にストレスを与えずに支援導入する、

その技術を身に付ける必要があるであろう。もうひとつは、今回の調査で明らかにしたような

（資料編府内市町村別社会資源一覧表（令和６年１月時点）参照）、様々な社会資源が存在し、

ヤングケアラーを助ける一助となることを広く子どもに関わる学校等が知ることである。例えば、

学校で行っているスクリーニングにおいて、支援の方向性が確定でき、支援先が広く公開されれ

ば、誰もが様々な場所につないでいくことも可能となる。こういった仕組みの構築も一例である。 

 

〇ヤングケアラーを一括りにしないきめ細やかな対応 

ヤングケアラーと思われる子どもの年齢・学年や生活環境、家族環境、また世話をする事情や

内容なども多様で複雑化している。また、本調査から、支援機関等側としても対応する子どもの

学年などで支援方法や求めていることが異なることが示唆された。ヤングケアラー支援が先進す

るイギリスでは、2014年に「Care Act 2014（2014ケア法）」と「Families Act 2014（家族と子

どもに関わる法律）」が成立し、これらによって、自治体はヤングケアラー自身のニーズや人権

を考慮・アセスメントして、’Whole family’ approach（家族全体を考慮した支援・判断のア

プローチ）を積極的に導入するように求められるようになった。看護・介護・世話を受ける家族

側への支援も考慮・アセスメントし、統合した支援アプローチが不可欠だと強調している（Clay

他 2016）。施策の対象をヤングケアラー個人に絞らず、家族全体の問題と捉え取り組む制定や

仕組みづくり、または予防的支援を推進すると考えられる。 

 

〇専門職等に日常的に相談ができるしくみ（ＳＳＷ等の常駐など）/ ヤングケアラー支援の専門

組織の設置（学校に頼らないしくみづくり） 

本調査から、ヤングケアラーと思われる子どもの認識に養護教諭、カウンセラー、ＳＣ、ＳＳ
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Ｗ、民生委員が一役を担っていることがわかった。 

上記のイギリスの事例と同じように、日本でも、令和３年度に「ヤングケアラーの支援に向け

た福祉・介護・医療・教育の連携プロジェクトチーム」のモデル事業の成果を「多機関・多職種

連携によるヤングケアラー支援マニュアル」でまとめている。このような実証されたマニュアル

を関係者に周知し、活用してもらうことで、連携に対する不安や不明確なところを解消できると

考えられる。 
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ヤングケアラー支援機関等調査 

 

 

【調査の目的】 

子どもや保護者の支援に関わる支援機関等に対して、①困難を抱える子ども（ヤングケアラー）・

保護者への支援状況、②困難事例を解決するための改善策（現行施策での不足）、③地域の緩

やかな見守りの必要性等を把握することを目的に実態調査を実施します。 

 

【調査対象機関】 

○ヤングケアラーと思われる子どもおよびその家族が在籍すると考えられる機関（事業所） 

○ヤングケアラーと思われる子どもを発見、支援する機会があると考えられる職種（スクールソー

シャルワーカー（SSW）、スクールカウンセラー（SC）、コミュニティソーシャルワーカー（CSW）等） 

※回答は、ヤングケアラーの支援に関わった方、関わる立場の方であれば、どなたから回答してい

ただいても構いません。 

 

【調査対象期間】 

令和４年４月１日から令和５年９月30日までの期間で支援を行った「ヤングケアラーと思われる子

ども」について、ご回答をお願いします。 

 

【調査の実施にあたっての留意事項】 

○ 子ども家庭庁（移管前：厚生労働省）では、「ヤングケアラーとは、本来大人が担うと想定され

ている家事や家族の世話などを日常的に行っているこどものこと」と定義しています。 
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○ 質問項目は回答によって異なります。（所要時間15分程度） 

○ 質問に「必須」と表示されている場合は、必ず回答のいずれかを選択してください。 

○ 選択項目によっては、自由記述が必須となる場合がありますので、ご留意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ】 

福祉部 子ども家庭局 子ども青少年課 

メールによるお問い合わせ： (kodomoseishonen@gbox.pref.osaka.lg.jp) 

電話番号：06-6944-9150 

 

------------- 調査は次ページから ------------- 
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１ あなたの所属する機関（事業所）の種別を教えてください。複数の機関（事業所）に所属してい

る場合は、ヤングケアラー支援経験のある機関（事業所）をひとつ選択してください。  

 □保育園（所）        □認定こども園    □地域型保育事業 

 □認可外保育施設      □幼稚園                □小学校 

 □中学校        □義務教育学校    □高等学校（全日制） 

 □高等学校（定時制）    □高等学校（通信制） □特別支援学校 

 □高等専修学校         □ＯＳＡＫＡしごとフィールド □地域若者サポートステーション 

 □子ども・若者自立支援センター登録団体 

 □自立相談支援機関 □子ども家庭センター 

 □女性相談センター（市町村DV対応窓口含む） 

 □社会福祉協議会 □教育支援センター □少年サポートセンター 

 □児童家庭相談窓口（要保護児童対策地域協議会調整機関） 

 □保健所         □保健センター    □子ども食堂 

 □学習支援団体         □障がい児通所支援事業所（放課後等デイサービス等） 

 □ヤングケアラー支援団体（当事者団体含む） 

 □その他 （                                                         ） 

 

２ あなたの所属する機関（事業所）の設置者を教えてください。 

 □国公立(国・都道府県・市町村） 

 □民間（学校法人、社会福祉法人、NPO法人、医療法人、株式会社等の法人） 

 □個人 
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３ あなたの所属する機関（事業所）の所在地（個人の場合は支援した所在地）を教えてください。 

□大阪市 □堺市         □岸和田市 □豊中市 □池田市 

□吹田市 □泉大津市 □高槻市 □貝塚市 □守口市 

□枚方市 □茨木市 □八尾市 □泉佐野市 □富田林市 

□寝屋川市 □河内長野市 □松原市 □大東市 □和泉市 

□箕面市 □柏原市 □羽曳野市 □門真市 □摂津市 

□高石市 □藤井寺市 □東大阪市 □泉南市 □四條畷市 

□交野市 □大阪狭山市 □阪南市 □島本町 □豊能町 

□能勢町 □忠岡町 □熊取町 □田尻町 □岬町 

□太子町 □河南町 □千早赤阪村 

 

４ あなたの役職・職種（個人の場合は資格）を教えてください。（該当が２つ以上ある場合は、ヤン

グケアラー支援実績のある立場のいずれか一つを選択してください。） 

□機関（事業所）の長（校長、准校長、園長、施設長等含む） 

□課長、係長等の役職者（副校長・副園長・教頭、児童発達支援管理者、査察指導員等含む） 

□養護教諭 

□担任（教員、保育士） 

□障がい児通所支援事業所職員（児童指導員、保育士） 

□SSW（スクールソーシャルワーカー） 

□SC（スクールカウンセラー） 

□CSW（コミュニティソーシャルワーカー） 

□介護支援専門員（ケアマネージャー） 

□民生委員 

□児童委員 

□母子・父子自立支援員 

□保健師 

□看護師 
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□ケースワーカー 

□社会福祉士 

□精神保健福祉士 

□カウンセラー（キャリアカウンセラー含む） 

□上記に該当しない支援員・相談員・担当者 

□その他(                                                                  ) 

 

５ あなたが所属する機関・事業所はにおいて、ヤングケアラーと思われる子どもの支援に関わった

経験はありますか。 

 □ある （⇒問５へ） 

 □ない （⇒問７へ） 

 

---------- ここからは、問５で「ある」と答えた方のみご回答ください。 ----------- 

上記５で「ある」と答えた場合、対応したヤングケアラーと思われる子どもの人数を教えてくださ

い。 

 （       ）人 

 

あなたが所属する機関・事業所は、「ヤングケアラー支援」を専門に行っていますか。通常業務の

中で「ヤングケアラー支援」を行っている場合は、「いいえ」を選択してください。 

※「ヤングケアラー支援」を打ち出している等の場合は、「はい」を選択してください。それ以外は

「いいえ」を選択してください。 

 □はい 

 □いいえ  
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５-(1) ヤングケアラーと思われる子どもをどのような経緯で認識したかをお答えください。 

（複数選択可） ※人数で記載してください。 

・ヤングケアラーと思われる子どもの家族との関わり方から認識（       ）人 

・関係機関等からの報告（引継ぎ書類含む）（       ）人 

・地域・近所の人からの相談（       ）人 

・ヤングケアラーと思われる子どもの親族からの相談（       ）人 

・ヤングケアラーと思われる子ども本人からの相談（       ）人 

・ヤングケアラーと思われる子どもの家族からの相談（       ）人 

・ヤングケアラーと思われる子どもの状況（遅刻、欠席、忘れ物等）（       ）人 

・実態調査（アンケート含む）の結果（       ）人 

・その他（       ）人（内容：                                                    ） 

 

５-(2) ヤングケアラーと思われる子どもがおかれている状況について、あなたが認識しているヤ

ングケアラーと思われる子どもの家庭内での役割を教えてください。（複数選択可） 

※人数で記載してください。 

・料理、買い物、食器洗い（       ）人        ・洗濯、アイロン （       ）人 

・掃除、ゴミ捨て（       ）人                ・病院への付き添い（       ）人 

・お風呂やトイレの世話（       ）人          ・見守り（       ）人   

・話し相手（       ）人                    ・通訳（       ）人  

・お金の管理（       ）人 

・きょうだいの面倒を見ることや保育所等のお迎え（       ）人 

・家計を助けるための労働（アルバイト含む）（       ）人 
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・その他（       ）人（内容：                                                    ） 

 

５－（３） ヤングケアラーと思われる子どもがケアをしている（と思われる）相手を教えてください。

（複数選択可） ※人数で記載してください。 

・父（       ）人           ・母（       ）人           ・祖父（       ）人 

・祖母（       ）人         ・兄・姉（       ）人        ・弟・妹（       ）人 

・その他（       ）人（内容：                                                    ） 

 

５-(4) ヤングケアラーと思われる子どもがケアをしている（と思われる）人の状況について教えて

ください。（複数選択可） ※人数で記載してください。 

・高齢（65歳以上） （       ）人            ・未就学児・小学校低学年（       ）人 

・要介護（介護が必要な状態） （       ）人   ・認知症（       ）人 

・身体障がい （       ）人                  ・知的障がい（       ）人 

・精神疾患（疑い含む）（       ）人           ・依存症（疑い含む）（       ）人 

・精神疾患・依存症以外の病気（       ）人    ・高次脳機能障がい（       ）人 

・わからない（       ）人 

・その他（       ）人（内容：                                                    ） 

  

5-(5) ヤングケアラーと思われる子どもに対して、どのような支援を行いましたか。 

次の(5)-5-[1]から(5)-5-[8]についてお答えください。 
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5-(5)-[1] ヤングケアラーと思われる子どもの生活に関する支援（子どもへの介入）（所属する

機関・事業所での支援）（複数選択可） 

□衣服の洗濯                  □入浴・清拭 

 □居場所の提供（宿泊所）  □居場所の提供（子ども食堂等） 

 □欠食支援（水分・糖分補給等） □必要とする用品の貸し出し 

 □家事手法の指導（洗濯機やアイロンの使い方等） 

 □介護手法の指導（車いすの使い方等） 

 □支援制度利用のための関係機関への同行（同行支援） 

 □その他 （                                                           ） 

 □該当なし 

 

5-(5)-[2]ヤングケアラーと思われる子どもの家庭生活に関する支援（家庭介入）（複数選択

可） 

 □家庭の清掃支援 

 □家庭の食事支援（宅配食・お弁当配布含む） 

 □家庭のその他の家事 

 □ケアをする対象の家族の送迎方法や時間の融通（ヤングケアラーと思われる子どもが 

ケアをする対象者に行う送迎の負担軽減） 

 □ケアをする対象の家族（きょうだい、祖父母等）が所属する機関（事業所）における 

滞在時間の融通（ヤングケアラーと思われる子どもが家庭において行うケアの時間軽減） 

 □家事手法の指導（洗濯機やアイロンの使い方等） 

 □介護手法の指導（車いすの使い方等） 

 □支援制度利用のための関係機関への同行（同行支援） 
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 □その他 （                                                           ） 

 □該当なし 

 

5-(5)-[3]ヤングケアラーと思われる子どもに対する学習支援（複数選択可） 

 □所属機関（事業所）での補習等    □地域で開催する学習支援 

 □その他 （                                                           ） 

 □該当なし 

 

5-(5)-[4]ヤングケアラーと思われる子どもの不登校に関する支援（複数選択可）  

 □登校（登園）を促す連絡          □登校（登園）の送迎 

 □家庭訪問 

 □その他 （                                                           ） 

 □該当なし 

 

5-(5)-[5]ヤングケアラーと思われる子どもの非行等に関する支援 

 □非行等に関する支援 

 （支援内容：                                                           ） 

 □該当なし 

 

5-(5)-[6]ヤングケアラーと思われる子どもの就業・就労支援 

 □就業・就労支援 

 （支援内容：                                                            ） 

 □該当なし 
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5-(5)-[7]経済的な支援（複数選択可） 

 □ヤングケアラーと思われる子どもの家庭に対し、集金の期限延長・分割納付等 

 □その他 （                                                            ） 

 □該当なし 

 

5-(5)-[8] 上記[1]～[7]以外の支援 

 □その他の支援 

 （ 支援内容：                                                          ） 

 □該当なし 

 

5-(6) ヤングケアラーと思われる子どもへの支援を行う中で、不足していると思うところを教えて

ください。（複数選択可） 

 □支援する者の知識や経験 

 □所属機関内での情報共有や相談の機会 

 □他の機関との連携 

 □公的な支援の仕組みや制度 

 □所属機関の人員不足 

 □適切な支援メニューの不足 

 □守秘義務が設けられたケース会議の場 

 □その他 （                                                           ） 
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６ ヤングケアラーと思われる子どもへの支援について、所属機関以外の機関と必要に応じて情報

共有や対応の検討を行うなどして連携して支援したケースはありましたか。  

□ある 

□ない （⇒問７へ） 

  

上記6で「ある」と答えた場合、連携して支援したヤングケアラーと思われる子どもの人数を教えて

ください。 

 （       ）人 

6-(1) 実際に連携した機関（事業所・専門職含む）を教えてください。（ヤングケアラーと思われ

る子どもがケアしている家族が所属する機関を含む）（複数選択可）※人数で記載してください。 

・児童相談所・子ども家庭センター（       ）人 

・児童家庭相談窓口（要保護児童対策地域協議会調整機関）（       ）人 

・福祉事務所（       ）人               ・女性相談センター（       ）人 

・市町村の児童福祉部門（       ）人    ・市町村の母子保健部門・保健センター（       ）人 

・市町村の障がい福祉部門（       ）人  ・市町村の生活福祉部門（       ）人 

・市町村の高齢福祉部門（       ）人    ・市町村の教育委員会（       ）人 

・大阪府教育庁（       ）人            ・小中高等学校・特別支援学校（       ）人 

・幼稚園や保育所（室）、認定こども園（       ）人 

・地域包括支援センター（       ）人     ・民生委員・児童委員（       ）人 

・地域の関係者（子ども食堂、近隣住民、町会長等）（       ）人 

・地域の施設（児童館、放課後児童クラブ等）（       ）人 

・子育て支援拠点（       ）人          ・医療機関（       ）人 

・障がい児通所支援事業所（放課後等デイサービス）（       ）人 
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・NPO法人等（子どもを支援している機関）（       ）人 

・就労支援機関（若者サポートステーション等）（       ）人 

・SSW（スクールソーシャルワーカー）（       ）人    ・SC（スクールカウンセラー）（       ）人 

・CSW（コミュニティソーシャルワーカー）（       ）人 ・母子父子自立支援員（       ）人 

・ヤングケアラー当事者団体（       ）人  

・その他（       ）人（内容：                                                    ） 

 

6-(2) ヤングケアラーと思われる子どもに対して行った支援のうち、効果的と感じた連携内容を

教えてください。（複数選択可）  

 □情報集約・サービス利用の調整    □関係機関との意見交換・情報共有  

 □会議体の設置・開催・参加        □関係機関との役割分担 

 □ヤングケアラーと思われる子どものケア（子ども本人へのレスパイトケアを含む） 

 □家族のケア・指導                □ヘルパー導入 

 □行政手続きの支援                □家庭の清掃支援 

 □経済的支援                    □医療的介入支援 

 □家庭支援（面談、相談、状況確認）   □就労支援 

 □登校・登園支援                 □進学支援・入学支援・入園支援 

 □学習支援                      □見守り 

 □家庭訪問                      □食料品等の支援 

 □要保護児童対策地域協議会対象ケースとして対応 

 □子どもの保護・一時保護          □施設入所支援 

 □家事手法の指導（洗濯機やアイロンの使い方等） 

 □介護手法の指導（車いすの使い方等） 
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 □支援制度利用のための関係機関への同行（同行支援） 

 □その他 （                                                           ） 

----------以下の質問は、すべての方がご回答ください。 ----------- 

７ ヤングケアラーと思われる子どもへの支援について、所属機関以外の機関と連携することを検

討したが実現しなかったことがありますか。 

 □ある （⇒問７下記へ） 

 □ない （⇒問８へ） 

 

---------- ここからは、問７で「ある」と答えた方のみご回答ください。 ----------- 

上記７で「ある」と答えた場合、連携が実現しなかったヤングケアラーと思われる子どもの人数を

教えてください。 

 （       ）人 

 

7-(1) 所属機関以外の機関と連携することを検討したが実現しなかった理由を教えて下さい。

（複数選択可） 

 □どの機関と連携すればよいか分からなかったため 

 □具体的な連携方法が分からなかったため 

 □それぞれの機関の対応方針に相違があったため 

 □対象者や家族の個人情報を共有することができなかったため 

 □連携を依頼したが関係機関において既存の支援で飽和状態であったため 

 □連携を依頼した先で該当の子どもが「ヤングケアラー」であると判断されなかったため 

 □所属支援機関のみで支援が可能であり連携は不要と判断したため 

 □個人情報保護の観点から他機関に情報提供することができなかったため 
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 □守秘義務のあるケース会議の場がなく他機関に情報提供することができなかったため 

 □その他 （                                                           ） 

 

----------以下の質問は、すべての方がご回答ください。 ----------- 

８ ヤングケアラーと思われる子どもへの支援について、どのような施策が必要と考えますか。（複

数選択可） 

□広報紙やパンフレット、ポスターなどによる啓発 

 □一般府民向けのヤングケアラーに関する講演会の開催  

 □ヤングケアラーの実態把握・調査 

 □ヤングケアラーへの相談支援の実施  

 □ヤングケアラー同士の交流の場の提供 

 □関係機関・団体とのヤングケアラーに関する勉強会や研修の実施 

 □関係機関・団体とのネットワーク・連携体制の強化（定例会議の実施等）  

 □関係機関・団体が連携して支援を行うためのマニュアルや明文化したルール作り  

 □関係機関・団体が連携して支援を行うためのコーディネーター的役割 

 □関係機関・団体がヤングケアラーへの支援について検討するプロジェクトチームの設置 

 □ヤングケアラーに関する法令の制定 

 □上記以外の独自の取組 
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⾃治体担当課
（または担当機関）

事業（サービス）
種別

名称 対象 内容 定員（上限） 所在地 電話 メール 備考

85
⼤浜体育館・⼤浜武道
館

⾃主事業 チアダンススクール ⼩学⽣ チアダンス 20名 堺市⼤浜北町5-7-1 072-225-4421 ⽔_17：30~18：30

86
⼤浜体育館・⼤浜武道
館

⾃主事業 フラダンススクール
5歳〜8歳
※保護者の参加も可

フラダンス 10名 堺市⼤浜北町5-7-1 072-225-4421 ⾦_16：45~17：45

87
⼤浜体育館・⼤浜武道
館

⾃主事業 ⼤浜すもう教室 幼児〜⾼校⽣ 相撲 - 堺市⼤浜北町5-7-1 072-225-4421 ⽇_9：00~12：00

88

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 ゆやっ⼦⾷堂 どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-

堺市堺区熊野町東5-1-2 熊野校
区⼩学校東側 熊野校区地域会
館

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

89

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 にしのこ☺ まんぷく⾷堂 どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-
堺市堺区協和町1-1-23 ふれあ
いサロン

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

90

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 ねごと⼦ども朝⾷堂 どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-
堺市堺区南清⽔町1-1-15 天理教
根如分教会

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

91

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂
PROJETO CONSTRUIR

KODOMOSHOKUDOU
どなたでも

⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

- 堺市堺区⽯津町1-9-23 - -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

92

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 キッチン錦綾 どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-
堺市堺区南清⽔町1-1-3   錦綾地
域会館（錦陵校区）

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

93

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 ⼦ども⾷堂 笑楽 ⽯津 どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-
堺市堺区⽯津町3丁14番54号
シニアハウス笑楽⽯津

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

94

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 くすのき⼦ども⾷堂 どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-
堺市堺区楠町3-4-8 くすのき
キリスト教会⼦ども館

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

95

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 英彰こども⾷堂ここなら どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-
堺市堺区寺地町⻄4-1-2 英彰ふ
れあいセンター（英彰校区）

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

96

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 かんだい⾷堂（安⽥忠典ゼミ） どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-
堺市堺区⾹ヶ丘町1-11-1  関⻄
⼤学堺キャンパス

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

97

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 みんな⾷堂 ハート⾷堂 どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-

堺市堺区海⼭町３−１５０−１
社会福祉法⼈ 堺福⼠会 ハー
トピア堺（三宝校区）

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

98

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 わんぱく⾷堂 どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-
堺市堺区東湊町1丁82-1 ⾷酒
処 花と⻁（新湊校区）

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

99

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 新湊こども⾷堂 ＪｏｙCafé どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-
堺市堺区出島町4-3-6 天理教
泉道分教会（新湊校区）

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

100

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂 にぎわいこども⾷堂 どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-
堺市堺区賑町2-2-18 天理教賑
町分教会（安井校区）

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/

101

堺市⼦ども企画課
（堺市社会福祉協議会へ
委託）

⼦ども⾷堂
さかいっこ⼦ども⾷堂「たすけ
あいｷｯﾁﾝ」

どなたでも
⾃主学習⽀援、多様な体験機会の
提供、⽣活習慣やマナー⽰教など
による⼦どもの居場所づくり活動

-
堺市堺区向陵中町3丁1-1 天理教
堺⼤教会

- -

開催⽇時等の詳細は「さかい⼦ども⾷堂ネッ
トワーク」HPにてご確認ください。
https://www.sakai-syakyo.net/KSN/sp/
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多くの支援機関等に本調査にご協力いただきました。ご多忙の中快くお引き受けく

ださりご協力くださいましたことを、ここに厚くお礼申し上げます。 
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